
令和５年度補正予算（概要）

令和５年（２０２３年）１１月
外務省



１．令和５年度補正予算の概要

⚫ 総額2,701億円を確保。１回の補正（注）としては過去最高額。（注：同一年度に一次補正のみの場合）
⚫ 「人間の尊厳」が確保された国際社会の平和と安定の実現に向け、対ウクライナ支援、対グローバル・サウス支援、
「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けた取組を中心に、喫緊の課題に対して機動的で力強い外交を実施す
るための施策を計上。物価高にも対応。
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※四捨五入の関係上、合計額に不一致あり。Ｒ３年以降デジタル庁所管分を含む。



※四捨五入の関係上、合計額に不一致あり。

✓ 人々の生活や日本企業を守るための施策【606億円】
○ALPS処理水関連経費【75億円】
○世界的な物価高騰に伴うODA事業の不足額への対応【40億円】
○開発協力におけるオファー型協力【27億円】
○友好協力50周年も踏まえたASEANとの関係強化

（アジア文化交流強化事業（仮称）等）【430億円】
○大阪・関西万博関係経費【26億円】

✓ 国際社会の平和と安定の確保のための施策【1,492億円】
○ウクライナ及び周辺国支援【550億円】
○アジア（ASEAN・南西アジア・中央アジア）、島嶼国、中東、アフリカ、中南米等の
途上国向け支援（グローバル・サウスを支援）【704億円】

○情報戦への対応力強化【68億円】
○核兵器のない世界に向けたジャパン・チェアの設置【30億円】

✓ 地球規模課題の解決に貢献するための施策【462億円】
○保健分野における支援（COVAXファシリティ、グローバル・ファンド等）【409億円】
○途上国への脱炭素化・気候変動強靱性強化等支援【41億円】

✓ 外交・領事実施体制の抜本的強化と在留邦人支援のための施策【141億円】
○ 在外公館の強靱化（含、防弾車）【70億円】
○ 機動的な外交のための経費（含、チャーター機借り上げ、国賓・公賓等接遇）【16億円】
○ 日本人学校に対する支援の拡充【10億円】

２．主な施策



３．補正予算（外務省関連）全体像

• 太平洋島嶼国との間の観光拡大及び海洋環境分野支援 1.0億円

• アジア（ASEAN・南西アジア・中央アジア）、島嶼国、中東、アフリカ、中南米等の途上国向け支援（グローバル・サウス支援） 704億円

• ウクライナ及び周辺国支援 550億円

• 韓国からのインバウンド誘致及び日本産海産物のイメージ回復 1.7億円

• 日本企業進出先国等における責任ある企業行動の促進 1.0億円

人々の生活や日本企業を守るための施策【606億円】

• ALPS処理水関連経費 75億円

※四捨五入の関係上、合計額に不一致あり。

• 大阪・関西万博関係経費 26億円

• 世界的な物価高騰に伴う資材・機材価格、輸送費高騰等によるODA事業の不足額への対応 40億円

国際社会の平和と安定の確保のための施策【1,492億円】

• 国連を始めとする国際機関等の機能強化に貢献するための支援 17億円

• 経済安全保障の推進に向けた外交的取組の強化 13億円

• 情報戦への対応力強化（デジタル庁所管分を含む） 68億円

• 国連分担金／PKO分担金 91億円

• FOIPの推進に向けた対日理解促進拠点整備事業 7.0億円

• アジア・太平洋島嶼国における海上犯罪取締り能力の向上を通じた我が国経済活動の安全確保 4.4億円

• 核兵器のない世界に向けたジャパン・チェアの設置 30億円

• 「ロシアによるウクライナ侵略により生じた損害を登録する機関」を通じた支援 1.0億円

• 外国人材向け日本語教育事業／日本語国際センター等施設修繕 2.6億円

• 情報力強化のための日本研究者育成支援事業 2.0億円

• 友好協力50周年も踏まえたASEANとの関係強化（アジア文化交流強化事業（仮称）、日本企業進出基盤整備支援、人材育成奨学パートナーズ支援） 430億円

• 日系人団体と連携したハワイ・マウイ島支援事業 0.8億円

• 日米女性リーダー・ネットワーク支援事業 0.3億円

• 「ゴルゴ・マニュアル」を活用した日本企業関係者の安全対策の強化 0.1億円

• 中国遺棄化学兵器問題に関する現地調査委託経費 5.3億円

• 開発協力におけるオファー型協力 27億円



• 外務省におけるDX推進（デジタル庁所管） 10億円

• 在外公館の強靱化（含、防弾車） 70億円

• 機動的な外交のための経費（チャーター機借り上げ、国賓・公賓等接遇、赴任帰朝旅費等） 16億円

総額2,701億円
（令和４年度補正予算：2,673億円）

• 難民認定申請者支援事業 2.2億円

• 旅券冊子作成等経費 26億円

• オフィス改革 7.5億円

• 日本台湾交流協会補助金 1.3億円

※四捨五入の関係上、合計額に不一致あり。

地球規模課題の解決に貢献するための施策【462億円】

• 保健分野における支援（COVAXファシリティ、Gaviワクチンアライアンス、グローバル・ファンド、GHIT、UHC2030、ユニットエイド） 409億円

• 途上国への脱炭素化・気候変動強靱性強化等支援 41億円

• アマゾン基金への拠出を通じた環境保護及び気候変動対策としての森林保護支援 4.1億円

• 国際緊急援助における医療チームの緊急課題への対応 2.4億円

• JICA国内拠点施設整備事業 3.7億円

外交・領事実施体制の抜本的強化と在留邦人支援のための施策【141億円】

• 日本人学校に対する支援の拡充 10億円

※デジタル庁所管分を含む。


